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[公印省略] 

 

2016 年度実務担当者研修会の開催について（ご案内） 

 

拝啓 時下ますますご清栄の事とお喜び申し上げます。 

日頃から当協議会の運営にご支援いただき厚く御礼申し上げます。 

当協議会が主催する 2016 年度実務担当者研修会を下記のとおり開催しますので，貴機関の図書

室担当者ならびに関係のみなさまのご参加についてご配慮くださいますようお願い申し上げます。 

なお，本研修は，NPO 法人日本医学図書館協会（JMLA）東海地区会との共催，日本薬学図書議

会（JPLA）東海地区協議会の協賛で実施いたします。 

敬具 

 

記 

 

 

１．日  時：2016 年 9月 24 日（土）10:00～16:15 

２．会  場：愛知学院大学楠元キャンパス （〒464-8650 名古屋市千種区楠元町 1－100） 

4 号館 3階 コンピュータ室 

薬学部棟 2階 202 中講義室 

３．プログラム：添付のご案内を参照ください 

４．参加対象：東海地区医学図書館協議会会員はじめ医療機関図書館（図書室）等関係者， 

JMLA/JPLA 会員，医療従事者 

               ＊定員を超えた場合は，協議会会員及び共催・協賛関係者を優先し，それ以外は 

先着順とさせていただきますのでご了承ください。 

５．定  員：60名 

６．参 加 費：無料 

７．参加申込：2016 年 9月 7 日（水）までに専用フォームにて申込をお願いします。 

https://jp.surveymonkey.com/r/Y7ZK2MF 

８．事前課題：2016 年 9月 9 日（金）までに提出ください。 

お申込み後に課題内容等についてご案内いたします。 

９．問合せ先：2016 年度実務担当者研修会担当 

愛知医科大学医学情報センター（図書館）小林 haraki@aichi-med-u.ac.jp 

藤田学園医学・保健衛生学図書館 森田 morita@fujita-hu.ac.jp 



別紙 

 

研修会参加者への交通費助成に関する内規 

 

2011 年 6月 17 日 

改正 2013 年 12 月 4 日 

東海地区医学図書館協議会幹事会 

（目的） 

第１条 この内規は，東海地区医学図書館協議会（以下「協議会」という。）が主催する研修会へ参

加する場合に，協議会が助成する交通費について定めるものである。 

 

（助成対象） 

第２条 交通費の助成対象となる研修会と対象者は次のとおりとする。 

１ 助成対象となる研修会は，協議会が主催する実務担当者研修会及び東海目録研修会とする。

ただし，協議会会長が必要と認める場合は，他の研修会も対象とする。 

２ 助成の対象者は，協議会の正会員，賛助会員並びに東海目録会員とする。ただし，所属機関

が交通費を支給する場合は，対象としない。 

 

（助成金額） 

第３条 助成金額は，研修会への参加に伴い発生した交通費の半額とする。ただし，100 円未満は

切り捨てる。 

 

（交通費） 

第４条 助成対象となる交通費は次のとおりとする。 

１ 鉄道，バスなど公共交通機関の運賃とする。ただし，グリーン料金等の特別料金は対象とし

ない。 

２ タクシーの利用は，公共交通機関に対して，時間的・経済的に合理的な交通手段と認められ

る場合のみ対象とする。 

３ 自家用車の利用は，公共交通機関に対して，時間的・経済的に合理的な交通手段と認められ

る場合のみ対象とする。この場合，目的地または最寄駅までのガソリン代金について，利用

区間の距離と，ガソリン 1 リットルの時価と平均的燃費から概算した金額の半額とする。ま

た，高速料金，駐車料金の半額を請求することができる。 

４ 宿泊費用は，交通費に含めない。 

 

（交通費助成の請求） 

第５条 交通費助成を請求する者は，助成対象となる研修会開催日までに，協議会が指定する請求

書に，交通費の半額（100 円未満を切り捨てた額）を記入し，協議会事務局へ提出しなければな

らない。 

 

この内規は，2011 年 6月 17 日から施行する。 

この内規は，2013 年 12 月 4 日から改正施行する。 

 




